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貸 借 対 照 表 
平成28年３月31日現在 

（単位：百万円）   
科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

電 子 記 録 債 権 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機 械 ・ 装 置 

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

 

 

貸 倒 引 当 金 

 
 

12,357 

24 

132 

679 

5,776 

3,346 

86 

49 

212 

580 

1,457 

17 

△7 

11,650 

9,385 

1,136 

21 

443 

7,738 

7 

37 

249 

0 

249 

2,014 

589 

789 

57 

121 

717 

△259 

△259 

 

 

 

 

 
 

流 動 負 債 7,467 

支 払 手 形 741 

電 子 記 録 債 務 23 

買 掛 金 5,271 

リ ー ス 債 務 3 

未 払 金 477 

未 払 費 用 1 

未 払 法 人 税 等 223 

賞 与 引 当 金 424 

そ の 他 298 

固 定 負 債 3,493 

リ ー ス 債 務 5 

繰 延 税 金 負 債 143 

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 1,563 

退 職 給 付 引 当 金 1,639 

そ の 他 142 

負 債 合 計 10,960 

  

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 9,533 

資 本 金 9,381 

資 本 剰 余 金 3,329 

資 本 準 備 金 3,329 

利 益 剰 余 金 △3,177 

そ の 他 利 益 剰 余 金 △3,177 

1352 繰 越 利 益 剰 余 金 △3,177 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,512 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 217 

土 地 再 評 価 差 額 金 3,295 

純 資 産 合 計 13,046 

資 産 合 計 24,007 負 債 ・ 純 資 産 合 計 24,007 

 



損 益 計 算 書 

 

自 平成27年４月１日 

至 平成28年３月31日    
（単位：百万円）   

科 目 金 額 

売 上 高   30,142 

売 上 原 価   20,300 

売 上 総 利 益   9,842 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   8,841 

営 業 利 益   1,001 

営 業 外 収 益     

受取利息及び受取配当金 

受 取 賃 貸 料 

8 

64 

 

  

為 替 差 益 9 

17 

 

そ の 他 99 

営 業 外 費 用     

支 払 利 息 

賃 貸 費 用 

1 

16 
  

そ の 他 6 24 

経 常 利 益   1,076 

特 別 利 益     

固 定 資 産 売 却 益 0   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 7  

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 129 137 

特 別 損 失     

固 定 資 産 売 却 損 0   

固 定 資 産 除 却 損 0  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 814 815 

税 引 前 当 期 純 利 益   398 

法人税、住民税及び事業税 229   

法 人 税 等 調 整 額 △5 223 

当 期 純 利 益   174 

 



株主資本等変動計算書 

 

自 平成27年４月１日 

至 平成28年３月31日    
（単位：百万円）   

  

  

  

  

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 

合  計 資本準備金 
資本剰余金 

合   計 

その他利益 

剰 余 金 利益剰余金 

合   計 繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 9,381 3,329 3,329 △3,352 △3,352 － 9,358 

事業年度中の変動額               

当 期 純 利 益       174 174   174 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（ 純 額 ） 

              

事業年度中の変動額合計 － － － 174 174 －  174 

当 期 末 残 高 9,381 3,329 3,329 △3,177 △3,177 － 9,533 

  

  

  

  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
土地再評価差額金  

評 価 ・ 換 算 

差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 237 3,211 3,449 12,807 

事業年度中の変動額         

当 期 純 利 益       174 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（ 純 額 ） 

△19 83 63 63 

事業年度中の変動額合計 △19 83 63 238 

当 期 末 残 高 217 3,295 3,512 13,046 

 



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

イ．子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

ロ．その他有価証券   

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

②デリバティブ 時価法 

③たな卸資産 

イ．製品・原材料及び仕掛品 総平均法による原価法（一部仕掛品については個別法に

よる原価法）（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

ロ．商品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法） 

ハ．貯蔵品 最終取得原価法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）については定額法を採用しております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるために、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。また、数理計算上の差異及

び過去勤務費用の額は、その発生時に一括して費用処理す

ることとしております。 

（４）完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ．当事業年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

ロ．その他の工事 

工事完成基準 
 



（５）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、外貨建取引の振当処理の要件を

満たしているものについては振当処理をしております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約取引を行っております。 

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引等を対象としております。 

③ヘッジ方針 

主として、為替変動リスクを回避するために、デリバティブ取引を利用しております。 

なお、投機目的によるデリバティブ取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ有効性の評価は、ヘッジ対象の相場の変動またはキャッシュ・フローの変動の累計とヘッ

ジ手段の相場変動またはキャッシュ・フローの変動の累計を半期毎に比較し、両者の変動額を基

礎として行っております。 

なお、外貨建予定取引をヘッジ対象とする為替予約については、過去の取引実績及び予定取引数

量等を総合的に検討しております。 

（６）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

（７）消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（８）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

（９）表示方法の変更 

短期貸付金、電子記録債務の表示方法は、従来、貸借対照表上、流動資産その他（前事業年度

は２百万円）、支払手形（前事業年度は６百万円）に含めて表示しておりましたが、重要性が増

したため、当事業年度より、短期貸付金（580百万円）、電子記録債務（23百万円）として表示

しております。 

（10）追加情報 

法人税等の税率の変更による繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正す

る等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後

に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.17％から平成28年４月１日に

開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等につい

ては30.77％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等につい

ては、30.54％となります。 

この税率変更により、繰延税金負債が７百万円減少し、法人税等調整額が４百万円減少、その他

有価証券評価差額金が３百万円増加しております。 

また、再評価に係る繰延税金負債の金額は83百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加してお

ります。 
  

 

２．貸借対照表等に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 ８,２２１百万円 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権 １２５百万円 

  短期金銭債務 １７４百万円 

  長期金銭債務 １１百万円 

 （３） 取締役に対する金銭債務 １９百万円 

（４）保証債務 

下記の会社の借入債務に対し保証をしております。 

  ＴＢカワシマ㈱ ５７３百万円 



（５）事業用土地の再評価 

当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号 平成13年３月31日改

正）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。 

なお、再評価差額については、「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３

月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しております。 

再評価の方法としては、「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の当事業年度末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △２,０１６百万円 

  

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

①売上高 ５０６百万円 

②仕入高 １,２０１百万円 

③営業取引以外の取引高 ５５８百万円 

  

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式に関する事項 

          単位：千株   

  株 式 の 種 類 前 事 業 年 度 末 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末 

  普 通 株 式 １４１，８７７ － － １４１，８７７ 

  

（２）自己株式に関する事項 

          単位：千株   

  株 式 の 種 類 前 事 業 年 度 末 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末 

  普 通 株 式 － － － － 

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、関係会社株式評価損、退職給付引当金の否

認等であり、評価性引当額が繰延税金資産と同額であるため、貸借対照表に計上しておりません。繰

延税金負債の発生の主な原因は、合併受入資産評価益等であります。 

  

６．リースにより使用する固定資産に関する注記（貸借対照表に計上したものを除く） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び事務機器等の一部については、所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

７．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、グループ会社からの借入により資金を調達

しております。デリバティブは、外貨建債権・債務の為替変動リスクを回避するために利用し、投

機的な取引は行わない方針であります。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理に注力し、販売先の業

容・資力に応じた与信限度額を設定するとともに、回収状況や信用状態の把握を継続的に行ってお

ります。また、投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式ですが、市場価

格の変動リスクに晒されております。 



借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係

る資金調達であります。 

デリバティブ取引の執行・管理は、個別案件ごとに稟議規則に従い、実需の範囲で行うこととし、

デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するため、信用度の高い国際的な金融機関と

のみ取引を行っております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成28年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりませ

ん（（注２）参照）。  
        （単位：百万円）   

    
貸 借 対 照 表 

計上額（＊１） 
時 価（＊１） 差 額 

  （１）現金及び預金 ２４ ２４ － 
  （２）受取手形 １３２ １３２ － 
 （３）電子記録債権 ６７９ ６７９ － 
 （４）売掛金 ５,７７６ ５,７７６ － 
 （５）短期貸付金 ５８０ ５８０ － 
 （６）未収入金 １,４５７ １,４５７ － 
  （７）投資有価証券       
     その他有価証券 ５３６ ５３６ － 
  （８）支払手形 （７４１） （７４１） － 
 （９）電子記録債務 （２３） （２３） － 
 （10）買掛金 （５,２７１） （５,２７１） － 
 （11）未払金 （４７７） （４７７） － 
 （12）未払法人税等 （２２３） （２２３） － 
  （13）リース債務（＊２） （８） （８） ０ 

  
（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。 

（＊２）リース債務には１年以内に返済予定のものを含んでおります。 

 

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）電子記録債権、(４)売掛金、（５）短期貸付金、 

（６）未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

（７）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

（８）支払手形、（９）電子記録債務、（10）買掛金、（11）未払金、（12）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

（13）リース債務 

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算出しております。 

 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額52百万円）及び関係会社株式（貸借対照表計上額789百万円）

並びに関係会社出資金（貸借対照表計上額57百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「（７）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 



８．賃貸等不動産に関する注記 

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

 当社では京都府その他の地域において、子会社等に対する賃貸用の不動産及び遊休不動産を有

しております。 

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：百万円）   
貸借対照表計上額 時価 

９０８ ６１２ 

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。 

（注２） 当事業年度末の時価は、主として不動産鑑定士の鑑定評価額等に基づく価額であります。 

 
９．関連当事者との取引に関する注記 

（１）子会社及び関連会社等    

  種 類 会 社 名 
議決権等の所有 

（被所有）割合 
関係内容 取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 

  子会社 
㈱ 川 島 セ ル コ ン 

ソ ー イ ン グ 

所有 

直接 100％ 

不動産賃貸 

 

賃貸料の受取 

（注2） 
23 － － 

 子会社 ㈱ 紅 粉 屋 
所有 

直接 100％ 

不動産購入 

役員の兼任 

建物・土地の購入 

（注3） 
472 － － 

 
関 連 

会 社 
ＴＢカワシマ㈱ 

所有 

直接  27.7％ 

債 務 保 証  

役員の兼任 
債務保証（注1） 573 － －  

  
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 金融機関からの借入につき、債務保証をしております。 

（注２） 賃貸料については、近隣の賃貸料を参考に交渉の上で決定しております。 

（注３） 建物・土地については、不動産鑑定士の鑑定評価額等を参考に交渉の上で決定しております。 

（注４） 取引金額には消費税等を含めておりません。 

   

（２）兄弟会社    

  種 類 会 社 名 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関係 

内容 
取 引 の 内 容 

取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 

  
親会社

の子会

社 

ＬＩＸＩＬグルー

プファイナンス㈱ 
なし 

資金管

理業務

の委託 

資金の貸付 

資金の回収 

 

資金の借入 

資金の返済 

 

利息の受取 

利息の支払 

受取手形等の譲渡 

ファクタリング支払 

 

為替手形支払 

19,372 

18,793 

 

12,971 

13,501 

 

0 

1 

6,113 

10,869 

 

1,924 

短期貸付金 

 

 

 

 

 

未収入金 

未払費用 

未収入金 

買掛金 

未払金 

支払手形 

578 

 

 

 

 

 

0 

1 

1,236 

3,079 

72 

724   
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 親会社の子会社との金融取引条件は、資金管理業務委託等に関する契約に基づいており、 

貸付利率及び借入利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注２） 取引金額には消費税等を含めておりません。また、期末残高には消費税等を含めており 

ます。 

 

 



10．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 ９１円９６銭 

１株当たり当期純利益 １円２３銭 

 

11．企業結合等に関する注記 

当社と株式会社川島セルコン物流との合併 

 

当社と株式会社川島セルコン物流は、平成27年１月27日に締結いたしました合併契約書に基づ 

き、平成27年４月１日に合併いたしました。 

（１）企業結合の概要 

  ①結合当事企業の名称及び事業の内容 

（吸収合併存続会社） 

名 称 事業の内容 

当 社 
身装・美術工芸及びインテリアファブリック製品の 

製造・販売 

（吸収合併消滅会社） 

名 称 事業の内容 

株式会社川島セルコン物流 物流センターの管理運営等 

 

②企業結合日 

平成27年４月１日 

 

③企業結合の法的方式 

当社を吸収合併存続会社とし、株式会社川島セルコン物流を吸収合併消滅会社とする吸収

合併 

 

④結合後企業の名称 

株式会社川島織物セルコン 

 

⑤その他取引の目的を含む取引の概要 

当該合併は、当社グループの一体性と機動性を高めることにより、効率化を図っていく

ものであります。 

  なお、当社は株式会社川島セルコン物流の全株式を所有しており、資本金及び資本剰余 

金の増加並びに合併交付金は発生いたしません。 

 

（２）実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成

25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

 

12．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はございません。 

 

13．その他の注記 

該当事項はございません。 

 


